
年 政治・社会 年 経済・産業 年 国 際
47 日本国憲法施行 45 財閥解体 45 第二次世界大戦終結、国際連合（国連）発足
49 湯川秀樹氏、日本人初のノーベル賞受賞 46 経団連発足 48 関税および貿易に関する一般協定（GATT）発足
50 金閣寺が焼失 49 日本国有鉄道、日本専売公社、日本放送協会設立 49 北大西洋条約機構（NATO）発足
54 自衛隊発足 52 日本電信電話公社設立 中国（中華人民共和国）建国
55 55年体制の成立 53 国際電信電話（KDD）設立 50 朝鮮戦争勃発
56 気象庁が発足 白黒テレビ発売 51 サンフランシスコ講和条約調印

大阪、名古屋、京都、横浜、神戸が政令指定都市に 55 トランジスタラジオ発売 56 日本が国連に加盟
58 東京タワーが完成 58 チキンラーメン発売 59 キューバ革命
59 今上天皇ご成婚 60 日本初のクレジットカードが登場 世界の人口が30億人を突破
60 国民所得倍増計画策定 カラーテレビ発売 60 日米安全保障条約調印

米・ケネディ大統領が就任

61 東証、大証、名証、市場第2部開設 61 ソニーが日本企業で初のADR（米国預託証券）発行 61 ソ連・世界初の有人宇宙飛行に成功
64 東海道新幹線（東京～新大阪間）開業 65 いざなぎ景気始まる（～1970年） 62 キューバ危機
65 名神高速道路全線開通 マイカー元年 63 米・ケネディ大統領暗殺
66 日本人の総人口が1億人を突破 70 日本初のファミリーレストラン「すかいらーく」開店 64 東京オリンピック開催
68 郵便番号制度開始 67 欧州共同体（EC）発足、東南アジア諸国連合（ASEAN）発足
69 東名高速道路全線開通 69 米・人類初の月面着陸に成功

70 大阪で、日本万国博覧会開催

71 公衆電気通信法の改正、通信回線利用の大幅自由化 71 マクドナルド1号店開店 71 中華民国（台湾）が国連を脱退、中華人民共和国が加盟
72 山陽新幹線（新大阪～岡山間）開業 ドルショック 72 札幌冬季オリンピック開催

沖縄県が日本に返還 73 日本円など変動相場制へ移行 73 ドイツが国連に加盟
日中国交正常化 第一次石油危機（オイルショック） 74 世界の人口が40億人を突破

73 東証外国株市場を開設 74 セブン-イレブン1号店開店 75 ベトナム戦争終結（サイゴン陥落）
74 大規模小売店舗法（大店法）施行 75 大量国債発行時代始まる 沖縄国際海洋博覧会開催
75 山陽新幹線（岡山～博多間）開業 76 VHSビデオデッキ発売 第1回先進国首脳会議（G6サミット）（翌年からG7に）
76 ロッキード事件 79 自動車電話サービス開始 76 南北ベトナム統一
78 新東京国際空港（成田空港）開港 ソニーが「ウォークマン」を発売 79 米中国交正常化
80 改正外為法（内外証券投資を原則自由化）施行 NECが「PC-8000シリーズ」を発売 中国で改革開放政策開始

80 イラン・イラク戦争勃発

81 建築基準法改正（新耐震設計基準制定） 82 CDプレーヤー発売 81 ラテンアメリカ統合連合（ALADI）設立
82 中央自動車道全線開通（1967年から順次開通） 日米貿易摩擦深刻化 85 筑波で、国際科学技術博覧会（科学万博）開催

東北新幹線（大宮～盛岡間）開業 83 任天堂「ファミリーコンピューター」発売 86 GATT、ウルグアイ・ラウンド開始（～94年）
84 日本人の平均寿命が男女ともに世界一に 85 日本電信電話公社、日本専売公社民営化 87 ブラックマンデー
85 通信自由化（電気通信事業法等が施行） プラザ合意で急速な円高へ 世界の人口が50億人を突破（国連が世界人口デー制定）
86 男女雇用機会均等法施行 普通預金の金利自由化が始まる 89 ベルリンの壁崩壊
88 青函トンネル開業、瀬戸大橋開通 86 日米半導体協定締結 90 大阪で、国際花と緑の博覧会（花の万博）開催

リクルート事件発覚 87 日本国有鉄道（国鉄）分割民営化 東西ドイツ統一
89 「昭和」から「平成」へ NHKが衛星放送（BS放送）の実験放送を開始
90 日本人初の宇宙飛行（秋山豊寛氏） 89 消費税の導入（3%）

東証日経平均株価が史上最高値（38,915.87円）

91 商法改正（1人設立可能、最低資本金制度1,000万円） 91 バブル景気が崩壊 91 湾岸戦争勃発
92 暴力団対策法施行 92 インターネットイニシアティブ（IIJ）、インターネット商用化 韓国が国連に加盟

改正大規模小売店法施行 基準地価、全国平均で初の下落 ソ連が崩壊し、独立国家共同体（CIS）成立
山形新幹線開業 93 興銀証券等金融機関の証券子会社、初の設立 92 AFTA（ASEAN自由貿易地域）合意

93 金融制度改革法施行（業態別子会社による相互参入） 95 PHS（簡易型携帯電話）サービス開始 BIS規制適用開始（日本は1993年3月末）
日本プロサッカーリーグ（Jリーグ）開始 Microsoft Windows 95発売 93 EU（欧州連合）発足
皇太子ご成婚 インターネット接続サービスの開始が相次ぐ 94 NAFTA（北米自由貿易協定）発効
細川連立内閣発足 96 三菱銀行と東京銀行が合併し、東京三菱銀行へ 米Mosaic Communications設立
商法改正（大会社で社外監査役・監査役会導入） DVDプレーヤー発売 95 WTO（世界貿易機関）発足

94 村山「自社さ」3党連立政権発足 携帯電話の普及本格化 米Yahoo!法人化
関西国際空港（関空）開港 97 消費税が5%へ 米Amazon.com サービス開始

95 阪神・淡路大震災、地下鉄サリン事件 三洋証券、北海道拓殖銀行、山一證券破綻 96 国連総会にて包括的核実験禁止条約（CTBT）採択
製造物責任法（PL法）施行 99 NTTドコモが iモードサービス開始 ペルー日本大使公邸人質事件

97 秋田新幹線開業、長野新幹線開業 日産自動車がルノーと資本提携 97 香港がイギリスから中国に返還
商法改正（ストックオプション制度の導入など） 00 西暦2000年問題（コンピューターシステム対策） アジア通貨危機
純粋持株会社解禁 みずほホールディングス設立 地球温暖化防止京都会議開催（京都議定書の制定）

98 新改正外為法施行 DDI、KDD、IDOが合併して㈱ディーディーアイ（KDDI）が発足 98 長野冬季オリンピック開催
金融システム改革法（日本版ビッグバン）成立 日本初のインターネット専業銀行開業 米Google設立

99 株式売買手数料の自由化 BSデジタル放送開始 マカオがポルトガルから中国に返還
00 財務情報の開示を連結ベースへ 電子マネーの普及開始 99 世界の人口が60億人を突破

介護保険制度の導入 ITバブル崩壊 00 九州・沖縄サミット（第26回G8サミット）開催

01 確定拠出年金法施行 01 三菱東京フィナンシャルグループ設立 01 米国同時多発テロ
省庁再編、独立行政法人制度の導入 光ブロードバンドサービス開始（NTT東日本 /NTT西日本） 中国がWTOに加盟

02 住民基本台帳ネットワークが稼動 ヤフーがADSL事業（Yahoo! BB）を開始 02 欧州単一通貨ユーロ流通スタート
03 商法改正（委員会等設置会社制度） ETCシステム全国運用開始 FIFAワールドカップが日韓で開催

食品安全基本法施行 02 JALとJASが経営統合 03 米 iTunes Music Store サービス開始
04 九州新幹線（新八代～鹿児島中央間）開業 三井住友フィナンシャルグループ設立 05 米YouTube設立
05 個人情報保護法全面施行 03 みずほフィナンシャルグループ設立 愛知で、2005年日本国際博覧会（愛・地球博）開催

ペイオフ全面解禁（決済性預金を除く） 地上デジタルテレビ放送開始（三大都市圏） 06 TPP（環太平洋連携協定）発効
日本の総人口減少 04 グリー（SNS）開始 GoogleがYouTubeを買収

07 中部国際空港（セントレア）開港 トヨタ自動車、日本企業初の純利益1兆円超え 07 サブプライムローン危機
新BIS規制適用 05 ソニー、初の外国人トップが就任 08 北海道洞爺湖サミット（第34回G8サミット）開催
金融商品取引法施行 日本道路公団分割民営化 北京オリンピック開催
団塊の世代の大量退職始まる 06 東京三菱銀行とUFJ銀行が合併し、三菱東京UFJ銀行へ リーマン・ショック

08 J-SOX法（日本版SOX法）導入 07 日本郵政公社民営化 米・ワシントンDCで第1回G20サミット開催
09 裁判員制度導入 08 松下電器産業が社名をパナソニックに変更 09 米国で初の黒人の大統領が誕生

衆議院で民主党が勝利、政権交代 トヨタ自動車が生産・販売で世界一の自動車メーカーに 10 バンクーバー冬季オリンピック開催
10 資金決済法施行 10 JALが会社更生法の適用を申請 ギリシャ経済危機

東北新幹線（八戸～新青森間）開業 上海国際博覧会（上海万博）開催
11 東日本大震災発生 11 地上デジタル放送への完全移行（アナログテレビ放送停波） 11 チュニジアでの革命に端を発する「アラブの春」が進行

九州新幹線（博多～新八代間）が開業し、全線開通 世界の人口が70億人を突破
なでしこジャパンがFIFA女子ワールドカップで優勝
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